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　令和３年度の一般会計と６つの特別会計及び水道事業(企業会計)の各決算が令和４年9月議会で認定され

ました。

　令和３年度決算は歳入歳出ともに前年度より減額となっています。歳入では地方譲与税、交付金、地方交付

税が前年比で15.5％増加しましたが、町税が2.0％、国・県支出金が44.9％減少し、歳入総額73億3,473

万円で前年度比12.7％の減少となりました。歳出では、子育て世帯や住民税非課税世帯等への臨時特別給

付金事業により扶助費が増となりましたが、特別定額給付金事業や災害復旧事業が皆減したことにより、歳

出総額68億8,604万円で前年度比14.6％の減少となりました。

　また、各特別会計、水道事業(企業会計)については4ページをご覧ください。

歳入：73億3,473万円 歳出：68億8,604万円

令和3年度　神川町　決算のあらまし
問合せ　総合政策課　財政管理担当　☎０４９５-７７-0701　FAX０４９５-７７-3915

一般会計　歳入歳出　内訳

１.安心できる子育てと生涯の学習を活かすまちづくり

○幼稚園・各小中学校教育振興事業　2億6,８６1万円

　 →教育環境の整備や学校施設の改修費等

○生涯学習活動推進事業　　　　　　 4,７４２万円

 　→公民館等社会教育施設の運営や生涯学習講座事業等

○丹荘保育所整備事業　　　　　　６億６,６０７万円

　 →新丹荘保育所の工事費

神川町総合計画　基本５施策の歳出　主な内訳

令和３年度決算　新型コロナウイルス感染症対策費用

2.安全で快適に暮らせるまちづくり

○道路新設改良事業       　   ２億０,670万円

　 →幹線道路の拡幅、舗装等

○清掃費　　　　　　　　　　　　　　1億2,661万円

 　→ごみ、し尿処理等

３.健康で安心に満ちたまちづくり

○障害者総合支援事業        2億３,８０６万円

　 →障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業費

○各種検診・予防接種事業　　　１億６,２９８万円

 　→がん検診、新型コロナウイルス感染症予防接種事業等

○こども医療費事業　　　　　　　　　　 ４,１３４万円

 　→満18歳までの子どもに対する医療費助成

4.活力に満ち元気に働けるまちづくり

○商工振興事業   　　　　　　　　 　　　　７,３２６万円

　 →企業誘致奨励金や中小企業者事業継続支援金等

○農林業・観光振興事業  　　　　　 　2,１６５万円

 　→新規就農者への補助や農業団体補助等

5.町民と行政が協働し希望に満ちたまちづくり

○区長会組織等助成事業          1,291万円

　 →行政区への助成等

○広聴広報事業　　　　　          　 462万円

 　→広報かみかわ発行、町ホームページの運営等

　神川町では平成 30 年より第 2 期総合計画基

本５施策をもとに具体的な事業を行っています。

これらの事業により、 町の将来像として掲げてい

る 「人を育てて　まちが育つ　未来につなぐ　住

みよい　神川」 を目指しています。

項目 主な内容 金額

人件費 ワクチン接種事業に係る人件費等 ９９１万円

物件費
委託料、 消耗品、 備品購入等

（ワクチン接種事業 ・ 総合福祉センター空調整備等）
９,５０３万円

扶助費・補助費等

町民への給付

（子育て世帯、 住民税非課税世帯等臨時特別給付金 ・ 新

生児臨時特別給付金 ・ 中小企業者等事業継続支援金、 定

額給付金 ・ 介護事業者等への感染拡大防止給付金等）

３億３，７６４万円

普通建設事業 公共施設感染対策改修（小・中学校トイレ改修等） １億４,８４８万円

合計 ５億９，１０６万円

歳入

７３億

３，４７３万円

町債

７億５,２２0万円

（1０％）
町税

1７億８,８２１万円

（2４％）

地方譲与税、地方交付税、交付金

2７億３,９０６万円（３７％）

①分担金・負担金、使用料・手数料、 財産収入、寄附金、諸収入

　 1億８,9９9万円（３％）

②繰入金　1億1,３４４万円（２％）

③繰越金　３億３,０２１万円（５％）

①

②

③

国・県支出金

１４億２,１６２万円

（１９％）

【凡例】　名称、予算額、（）内は構成比

項目 金額 前年度比率

町税 １７億８，８２１万円 △２．０％

分担金・負担金、

使用料・手数料、

財産収入、寄附金、

諸収入

１億８，９９９万円 ２７．３％

繰入金 １億１，３４４万円 △５．５％

繰越金 ３億３，０２１万円 １４．０％

地方譲与税､交付金､

地方交付税
２７億３，９０６万円 １５．５％

国・県支出金 １４億２，１６２万円 △４４．９％

町債 ７億５，２２０万円 △２９．４％

合計 ７３億３，４７３万円 △１２．７％

項目 金額 前年度比率

人件費 １２億４，６８９万円 △０．８％

扶助費 ８億０，７４６万円 ２８．２％

公債費 ９億８，６６３万円 １６．６％

物件費、補助費 １６億０，５８２万円 △４７．５％

繰出金 ６億０，０，２４４万円 △１．５％

投資及び出資金、

貸付金
９６万円 １００．０％

積立金 ２億４，７１８万円 ７２．３％

維持補修費、

普通建設事業費、

災害復旧事業費

１３億８，８６６万円 △８．６％

合計 ６８億８，６０４万円 △１４．６％

④積立金　2億4,718万円（4％）

※なお、「投資及び出資金、貸付金（96万円）」については、全体に対す

　 る割合がとても小さいため、グラフに含めていません。

④

維持補修費、普通建設事業費、

災害復旧事業費

1３億８，８６６万円（20％）

人件費

12億４,68９万円（18％）

扶助費

8億746万円

（12％）

公債費

9億8,663万円

（14％）

物件費、補助費

16億582万円（23％）

繰出金

6億244万円（9％）

歳出

68億

8，604万円


